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凡 例
１ 用語

本報告で用いる用語の定義は、基本的には次のとおりとする。ただし、データの制約や
分析目的に応じて異なった定義を用いる場合は、本文中で明記する。

（１�）PIO-NET：独立行政法人国民生活センター（以下「国民生活センター」という。）
と都道府県、政令指定都市及び市区町村の消費生活センターや消費生活相談窓口（以
下「消費生活センター等」という。）をオンラインネットワークで結んだ「全国消費
生活情報ネットワークシステム」（Practical Living Information Online Network 
System）のこと。1984年に運用を開始し、消費生活に関して消費者から消費生活セ
ンター等に寄せられた相談情報が登録されている（個別の相談情報であるため、閉じ
られたネットワークで運用されている。）。蓄積された相談情報は、全国の消費生活相
談窓口や消費者行政にとっての共有データとして、消費者トラブルを解決するための
相談業務に役立てたり、情報を分析したりして、消費者トラブルの被害拡大や未然防
止のための消費者政策の企画立案に活用されている。
� 本報告で用いるPIO-NETデータ（消費生活相談情報）は、原則として2018年３月
31日までに登録された苦情相談で集計している。なお、PIO-NETデータは消費生活
センター等での相談受付からデータベースへの登録までに一定の時間を要するため、
相談件数データは今後増加する可能性がある。また、全国の消費生活センター等の相
談窓口からの「経由相談」は除いて集計している。相談について、性別、年齢層別、
職業別、地域別等の属性別に分析を行っているところは、当該相談のきっかけとなっ
た商品・サービスの契約者を基準としている。

（２�）消費者事故等：消費者安全法第２条第５項で定義される事故及び事態。事業者が供
給する商品・サービスについて、消費者の使用・利用に伴って生じた生命や身体に影
響する事故、虚偽・誇大広告その他の消費者の自主的かつ合理的な選択を阻害するよ
うな行為が事業者により行われた事態やそのおそれがあるもの。

（３�）生命身体事故等：消費者事故等のうち、生命や身体に影響する事故及びそのおそれ
があるもの。

（４�）財産事案：消費者事故等のうち、生命・身体事案を除いたもの。虚偽・誇大広告そ
の他の消費者の自主的かつ合理的な選択を阻害するような行為が事業者により行われ
た事態及びそのおそれがあるもの。

（５�）重大事故等：生命身体事故等のうち、死亡や30日以上の治療を要するけが等、被害
が重大であった事案やそのおそれがあるもの。
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（６�）CCJ：国民生活センター越境消費者センターの略称。越境取引における日本の消費
者と海外の事業者、海外の消費者と日本の事業者との間の取引において発生した紛争
の解決支援を行っており、国民生活センターからの委託を受けた事業者が相談窓口を
設け、相談情報を蓄積している。

（７�）新未来創造オフィス：消費者行政新未来創造オフィスの略称。2017年７月24日、消
費者庁と国民生活センターが、実証に基づいた政策の分析・研究機能をベースとした
消費者行政の発展・創造の拠点として、徳島県に開設した。

２ 年号表記

本報告は、閣議決定を経て国会に提出する年次報告であり、表題は元号表記となってい
るが、本文中では、経済活動において西暦表記が用いられることが多いこと、海外データ
との比較が必要となる部分もあること、グラフにおいては西暦表記の方がなじみやすいと
考えられることから、原則として西暦表記を用いている。

３ 法令名の略称

本報告で用いる主な法令の名称及び番号は次のとおりである。また、特に断りがない限
り、基本的に以下の略称を用いる。

法 令 名 略 称 番号
食品衛生法 昭和22年法律第233号
日本農林規格等に関する法律 JAS法 昭和25年法律第175号
出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律 出資法 昭和29年法律第195号
割賦販売法 昭和36年法律第159号
家庭用品品質表示法 昭和37年法律第104号
不当景品類及び不当表示防止法 景品表示法 昭和37年法律第134号
消費者基本法（消費者保護基本法） 昭和43年法律第78号
消費生活用製品安全法 昭和48年法律第31号
有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律 家庭用品規制法 昭和48年法律第112号
特定商取引に関する法律 特定商取引法 昭和51年法律第57号
貸金業法 昭和58年法律第32号
特定商品等の預託等取引契約に関する法律 預託法 昭和61年法律第62号
製造物責任法 PL法 平成 ６年法律第85号
住宅の品質確保の促進等に関する法律 住宅品確法 平成11年法律第81号
消費者契約法 平成12年法律第61号
電子消費者契約及び電子承諾通知に関する民法の特例に関する
法律

平成13年法律第95号

特定電子メールの送信の適正化等に関する法律 平成14年法律第26号
健康増進法 平成14年法律第103号
独立行政法人国民生活センター法 国民生活センター法 平成14年法律第123号
食品安全基本法 平成15年法律第48号
個人情報の保護に関する法律 個人情報保護法 平成15年法律第57号
公益通報者保護法 平成16年法律第122号
米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する
法律

米トレーサビリティ法 平成21年法律第26号

消費者庁及び消費者委員会設置法 平成21年法律第48号
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法 令 名 略 称 番号
消費者安全法 平成21年法律第50号
消費者教育の推進に関する法律 消費者教育推進法 平成24年法律第61号
消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻
害する行為の是正等に関する特別措置法

消費税転嫁対策特別措置法 平成25年法律第41号

食品表示法 平成25年法律第70号
消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の
特例に関する法律

消費者裁判手続特例法 平成25年法律第96号

４ 調査

主として使用している調査の概要は次のとおりである。なお、調査結果におけるNは質
問に対する回答者数。M.T.はMultiple Totalの略で、回答数の合計を回答者数（母集団も
標本サイズも「N」とする。）で割った比率。複数回答ができる質問では通常その値は
100％を超える。
（１）消費者意識基本調査

� 日頃の消費生活での意識や行動、消費者事故・トラブルの経験等を聞き、消費者問
題の現状や求められる政策ニーズ等を把握するために、消費者庁が毎年度実施してい
る調査。2017年度の概要は次のとおり。

ア 調査項目
� 消費生活における意識や行動、インターネット利用、不要品の処分、SNSの利
用、消費者事故・トラブル、子供の事故防止、消費者政策への評価、消費者契約。

イ 調査対象
（ア）母集団：全国の満15歳以上の日本国籍を有する者
（イ）標本数：10,000人
（ウ）抽出方法：層化２段無作為抽出法

ウ 調査期間
2017年11月３日～30日

エ 調査方法
訪問留置・訪問回収法（調査員が調査票を配布、回収する方法）

オ 有効回収数（率）
6,255人（62.6％）

（２）地方消費者行政の現況調査
� 地方公共団体における消費者行政の現況を把握することを目的に、消費者庁（2007
年度以前は内閣府）が毎年実施している調査。概要は次のとおり。

ア 主要調査項目
� 地方公共団体における消費者行政を担当する組織、職員配置、予算、事業の動
向等。

イ 調査時点
各年４月１日現在（直近の調査は、2017年４月１日現在）
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（３）風評被害に関する消費者意識の実態調査
� 福島県を含めた被災県の農林水産物等について、消費者が買い控え行動をとってい
る場合の理由等を調査し、今後のリスクコミュニケーションでの説明内容を始めとす
る各般の風評被害対策及び消費者理解の増進に関する取組に役立てることを目的に、
消費者庁が実施している調査。概要は次のとおり。

ア 調査項目
� 放射線等の基礎的な知識や人体影響についての理解、食品の購入に際しての考
え方、食品中の放射性物質の基準値に関する考え方、出荷制限に関する情報入手
の状況等

イ 調査対象
20～60歳代の男女、インターネットモニター（有効回答数5,176人）

ウ 調査対象地域
� 被災県及び被災県産農林水産物の主要仕向先県等（岩手県、宮城県、福島県、
茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府、兵庫県）

エ 調査時期
（第１回）2013年２月14日～15日
（第２回）2013年８月24日～28日
（第３回）2014年２月14日～19日
（第４回）2014年８月25日～31日
（第５回）2015年２月６日～12日
（第６回）2015年８月11日～17日
（第７回）2016年２月４日～９日
（第８回）2016年８月17日～23日
（第９回）2017年２月２日～10日
（第10回）2017年８月24日～28日
（第11回）2018年２月１日～５日

オ 調査方法
インターネット調査
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「誰一人取り残されない」社会の実現を
目指し、持続可能な世界を構築するため
に、2015年９月に国連で、2030年までの国
際目標として持続可能な開発目標（SDGs）
が採択されました。SDGsは発展途上国の
みならず、先進国も取り組むものであり、
全ての関係者の役割を重視しています。日
本政府は、「持続可能で強靱、そして誰一
人取り残さない、経済、社会、環境の統合
的向上が実現された未来への先駆者を目指
す」ことをビジョンとして、2016年12月に
「SDGs実施指針」を策定するなど、積極
的に取り組んでいます。

SDGｓのビジョンは、消費者行政が目指
すものに通じます。消費者を取り巻く環境
は、少子高齢化が一層進行し、情報化が著
しく進展していること等により変化してお
り、これに伴い消費生活や消費行動、消費
者トラブルや消費者被害の内容も変化して
います。これらの変化に、消費者行政とし
て適切に対応していくために、経済、社会、
環境といった持続可能な社会の構築に向け
た要素を考慮した上で、消費者行政の実施
体制を充実・強化し、また、整備してきた
制度を積極的に活用するなど、消費者の利
益の擁護・増進を図ることが必要です。そ
の際、消費者トラブルや消費者被害に遭っ
た消費者に寄り添いながら、相談、被害回
復、拡大・再発防止等に取り組むことが重
要です。

2018年の消費者月間のテーマは、「とも
に築こう 豊かな消費社会～誰一人取り残
さない～」です。消費者庁は、安全・安心
で豊かな社会の実現に向けた取組を通じ
て、SDGｓの達成に寄与します。また、こ
うした社会の実現に向けては、行政のみな
らず、消費者、事業者といった様々な主体

がそれぞれの役割について考え、行動する
ことが重要です。

「消費者政策の実施の状況」は、2012年
の消費者基本法改正を受けて2013年度から
作成・報告しており、今回が６回目の報告
です。併せて、消費者安全法の規定に基づ
く「消費者事故等に関する情報の集約及び
分析の取りまとめの結果の報告」を行って
います。

第１部「消費者問題の動向と消費者意
識・行動」では、第１章「消費者事故等に
関する情報の集約及び分析の取りまとめ結
果等」において、消費者安全法の規定に基
づいて消費者庁に通知された消費者事故等
を始めとした事故情報等や、全国の消費生
活センター等に寄せられた消費生活相談情
報に基づく、消費者被害・トラブルの状
況、さらに消費者被害・トラブル額の推計
等について取り上げています。

消費者安全法の規定に基づき2017年度に
消費者庁に通知された消費者事故等は、
１万952件です。生命身体事故等について
は、重大事故等が1,280件であり、通知を
端緒に歩行型除雪機による事故について注
意喚起を実施しています。財産事案につい
ては、消費者安全法の規定に基づき、有名
な組織等をかたる手口等について事業者名
公表の注意喚起を実施しています。消費者
庁には、この消費者安全法の規定に基づく
通知に加えて、様々な機関からの事故情報
等が集約されています。集約された情報を
活用し、2017年度には、ゆたんぽによる事
故、ライターの残り火等による事故、女性
ホルモン様作用のある物質を含んだ健康食
品による危害等について、注意喚起を実施
しました。
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　2017年に全国各地の消費生活センター等
に寄せられた消費生活相談件数は、91.1万
件と、前年（89.1万件）を上回り、依然と
して高水準です。2017年は、法務省等をか
たる架空請求のはがきに関する相談が多数
寄せられました。また、近年の傾向として、
デジタルコンテンツやインターネット接続
回線等、情報通信に関連するトラブルの相
談が24.7万件と突出しており、相談全体の
約３割を占めています。インターネットが
消費者の生活に一層浸透し、特にスマート
フォンの普及により、高齢者を含めた幅広
い年齢層で、SNS（ソーシャル・ネット
ワーキング・サービス）を通じたコミュニ
ケーション、インターネット通販の利用、
インターネットを利用した個人間売買等が
行われるようになりました。これに伴って、
関連するトラブルの相談が増加します。ま
た、仮想通貨に関するトラブルや、高齢者
を中心に、不要品を整理・処分しようとし
た際の訪問購入によるトラブル、かつて原
野商法の被害に遭った者が所有している土
地の売却に関する二次被害に遭う等のトラ
ブルが目立っています。
　消費者庁「消費者意識基本調査」（2017
年度）によると、この１年間に何らかの消
費者被害・トラブルを受けた経験があると
回答した消費者の割合は、9.5％です。こ
のような調査結果を活用して、消費者被
害・トラブル額を推計したところ、「既支
払額（信用供与を含む。）」ベースで約5.3
兆円となりました。

　第２章では、特集のテーマとして「子ど
もの事故防止」を取り上げました。少子高
齢化が進展する中で、未来を担う子どもた
ちが健やかに育っていくことは、社会全体
の願いです。子どもが事故により亡くなる
という状況は年々減少していますが、子ど

もの死因の中では、いまだに上位を占めま
す。子どもの事故防止に向けては、更なる
取組を進めていく必要があります。
　子どもは小さな大人ではありません。子
どもの事故には、発達段階に応じて、起こ
りやすい事故の傾向があります。０歳では、
ベッドや抱っこひもからの「落ちる」、就
寝時の窒息といった事故、歩き出した１～
３歳では、おぼつかない足取りから「ころ
ぶ」、階段から「落ちる」、風呂で「おぼれ
る」、口に物を入れて「つまる」といった
事故、走り回るようになった４～６歳では、
「ころぶ」、「落ちる」といった事故、自分
で行動できる範囲が広がる７～14歳では、
高所から「落ちる」、海・河川などで「お
ぼれる」といった事故など、事故の内容は、
子どもの運動機能、日々の過ごし方と関わ
りがあります。
　大人にとっては思いもよらぬ行動であっ
ても、子どもにとっては自然な行動である
ことがあり、子どもの事故の特徴等を理解
することで、「想定外と認識されていた事
故」を「予測できる事故」として、安全対
策を講じ、事故のリスクを軽減することが
できます。このため、事故情報の収集・分
析、原因究明、その結果を踏まえた、法令・
規格等の整備・見直し、消費者への注意喚
起等の対策を講じていく必要があります。
　子どもの事故を始め、生命身体に関する
事故情報は、前述のように、消費者安全法
の規定に基づく通知、「事故情報データバ
ンク」、医療機関ネットワーク事業等を通
じて、様々な機関から消費者庁に集約され
ています。こうした事故情報等に基づき原
因究明が行われ、消費者安全対策調査委員
会では、例えば、玩具がどのように乳幼児
の気道を閉塞するかといった気道閉塞のメ
カニズムを明らかにしています。
　消費者が安全な商品・サービスを利用で
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きるよう、法令や基準・規格により、製造・
販売の規制や安全確保のための仕様等が定
められています。これらは、子どもの事故
の発生等に応じて、整備・見直しがされて
います。例えば、消費生活用製品安全法に
ついては、子どもの事故を踏まえ、ライター
が規制対象品目に追加されました。また、
乳児用ベッドについては、表記すべき使用
上の注意事項が追加される等、安全運用基
準の改正が行われました。規格についても
整備・見直しが行われており、例えば、
JIS（日本工業規格）では、子ども服のひも・
フードについて、新たな規格が制定されま
した。また、独立行政法人製品評価技術基
盤機構（NITE）では、子どもを傷害事故
から守るための国際規格ISO/IEC Guide50
等を基本規格として、乳幼児用製品の安全
規格の体系を策定しました。事業者団体が、
製品安全に関する自主基準を定め、適合す
る製品にマークを表示する取組もあります。

事業者においては、このような法令等に
定められた安全基準を遵守して、製造・販
売することが必要ですが、さらに、自らの
創意工夫によって、より消費者のニーズに
寄り添って、より安全な商品・サービスの
開発・提供を行っています。こうした安全
に配慮された優れた製品を、社会に普及・
啓発させるために、民間団体による顕彰等
の取組も行われています。

子どもの事故に関する情報、事故を防ぐ
ための知識等についての消費者に対する周
知や啓発活動は、国、地方公共団体、民間
団体等により、様々な形で行われています。
国では、関係府省庁が連携し、2017年度か
ら、「子どもの事故防止週間」を設け、共
通テーマを掲げて集中的に広報等を実施し
ています。地方公共団体では、子育てイベ
ントでの啓発活動、出張講座、子育て支援
者への講習、事故の教訓をいかした取組等

がみられます。また、医療関係者等が、診
療において集められた情報や専門知識を活
用した情報発信等を行っている取組もあり
ます。

こうした様々な情報提供は、子どもの月
齢や年齢等、成長に合わせて実施されるこ
とで、より効果的になると考えられます。
今後、新しい技術・サービスの開発等によ
り、子ども一人一人の成長に合わせて、必
要な情報が必要とされるタイミングで届け
られるようになることが期待されます。

また、消費者庁「消費者意識基本調査」
（2017年度）及び「子どもの事故防止調査」
（2017年度･保護者アンケート）では、現在、
子どもがいる人の方が、全体平均に比べて、
また、母親の方が父親に比べて事故防止に
関する認識が強いことが分かりました。母
親は父親に比べて事故防止に関する情報源
として、「行政」や「学校等」からの情報
を利用している割合が高く、情報がどちら
かといえば母親に届きやすくなっていると
考えられます。母親だけではなく、父親、
祖父母、地域の人が子育てを担うように
なってきたことを踏まえると、より幅広い
人に必要な情報を届けることが求められて
います。

子どもの事故防止について、保護者は「目
を離さないでください」と言われがちです。
しかし、子育てで多忙な時期に、常時、目
を離さないでいることは事実上困難です。
子どもの事故は保護者だけで防ぐのではな
く、様々な関係者が、事故情報を収集、原
因究明、対策の検討・実行、効果検証にそ
れぞれ取り組み、これらが社会全体として
事故を防止する取組として有機的に機能す
ることが求められます。取組は多岐にわた
るため、関係者の連携を図っていくことが
重要です。例えば、京都府亀岡市では、保
育園に通う園児を対象として、地域の関係
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者で連携した包括的な取組を実施し、効果
を上げています。

子どもを取り巻く生活環境、子どもの身
の回りにある商品・サービスは、時代と共
に変わります。これに応じて、子どもの事
故の様態やリスクも変わります。子どもが
安全・安心な社会で健やかに育つために、
行政、事業者、保護者、保育関係者、医療
関係者、地域社会等、子どもの安全に関わ
るあらゆる主体が当事者として、継続的に
行動していくことが求められます。

第２部「消費者政策の実施の状況」は、
消費者基本法の規定に基づき、政府の消費
者政策の実施状況について報告するものです。

第１章では、消費者庁が取り組んだ最近
の消費者行政の主要政策について紹介して
います。2017年度には、特定商取引法の一
部を改正する法律が施行されました。消費
者団体訴訟制度の機能強化については、国
民生活センター法等の一部を改正する法律
が成立・施行されたほか、新たに、特定適
格消費者団体として１団体、適格消費者団
体として３団体を認定しています。また、
景品表示法、特定商取引法、預託法につい
ては、厳正かつ適切に執行しています。食
品表示制度については、2017年９月から全

ての加工食品に原料原産地表示を導入する
新たな表示制度を開始しました。消費者志
向経営の取組については、2018年３月末時
点で、78事業者が自主宣言を公表していま
す。地方消費者行政の一層の強化について
は、2018年度から、「地方消費者行政強化
交付金」を創設し、これまでの消費生活相
談体制の整備等と共に、国として取り組む
べき重要消費者政策への取組を支援しま
す。さらに、2017年７月には、「消費者行
政新未来創造オフィス」を開設し、様々な
分析・研究、実証実験等のプロジェクトを
進めています。プロジェクトの一つとして、
公益通報者保護制度については、徳島県及
び県内市町村との連携による公益通報の受
付窓口の整備を進めました。

第２章では、2017年度の消費者政策の実
施状況について、消費者基本計画に規定さ
れた項目に沿って、消費者庁及び関係府省
が分担執筆しており、消費者行政の各分野
の取組を報告しています。本報告は、消費
者基本計画の実施状況の検証・評価（フォ
ローアップ）としての機能も兼ねています。

また、資料編として、消費者事故等の状
況、消費者庁が行った法執行・行政処分・
各種情報提供についても掲載しています。
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